


～～年年年齢齢齢差差婚婚のの方方へのの特特別別手手当当ととと継継続続雇雇用用のの注意点！～～年齢差婚の方への特別手当と継続雇用の注意点！～
公的保険について知ろう!!

「振替加算」とは？　老齢厚生年金等の加給年金額対象者の妻（夫）が65歳になったとき、妻（夫）が
老齢基礎年金を受けられる場合には、妻（夫）自身の老齢基礎年金に加算されます。

■会社員で年下の妻を持つ夫婦

　には加給年金が！

　「年金って複雑で分かりにくい

ですね」―そのようなお話をよく

聞きます。確かに年金は、人それ

ぞれなので、年金事務所に個別に

問い合わせをしないとよく分から

ないことが多いのです。更に、原

則はこうだけど、〇〇という条件

だとこうなりますよ、といった特

別ルールがいくつかあります。

　例えば、会社員のご主人に年下の

妻というご夫婦は少なくないかと

思いますが、その場合ご主人の年金

が始まると「加給年金」という特

別手当が支給されます。これは年

間約40万円なので、５歳差の奥様

がいれば、ご主人が70歳になるま

での５年間、加給年金が合計200

万円ほど上乗せで受け取れること

になります。大きいですよね。

　これはただ単に歳の差婚のご夫

婦というだけでは受けられません。

ご主人が厚生年金に20年以上加入

していることが大前提ですから、

自営業の方は対象外になります。

また前回年金の受取時期を遅らす

と年金額が増える「繰下げ」のご

紹介をしましたが、この加給年金

は「老齢厚生年金」と必ずセット

で受け取ることになっていますの

で、繰下げをするとその期間加給

　年金は、加入条件によって
いくつかの特別のルールが設
けられています。加給年金や
振替年金もその一つです。今
回は、年齢差婚の方への特別
手当と継続雇用の注意点を紹
介します。

株式会社アセット・アドバンテージ　代表取締役　山中 伸枝

■昭和41年4月1日以前生まれ

　なら振替加算も！

　加給年金は、共働きの奥様も対

象ですが、65歳より前に「特別

支給の老齢厚生年金」の受給が始

まると加給年金が受け取れなくな

ります。また奥様の年収が850万

円以上だと受け取れません。加給

年金の対象になっていた奥様が昭

和41年4月1日以前の生まれの場

合は、奥様に対し「振替加算」と

いう年金もあります。

■給与の額によって

　カットされる在職老齢年金！

　最近では、60歳以降もお元気

で働き続ける方が多くいらっしゃ

います。その場合、会社の給与の

額によっては、老齢厚生年金が一

部あるいは全部カットされてしま

う「在職老齢年金」に該当してし

まう場合もあります。

　この在職老齢年金という制度は

「会社員として働く」から発生す

るので、業務委託で仕事をするな

ど働き方を変更すると該当しなく

なります。もちろん、年齢を重ね

ても責任のあるお仕事ができるな

んて幸せなことですが、ここもや

はり情報収集をして調整ができる

なら調整したいという方も多いで

しょう。

　老後は年金が主たる収入源とな

りますので、今後の生活を見据え

より良い受取方法を考えたいもの

です。

年金は受け取れなくなります。

　もちろん繰下げをすると、年金

額が増えるので「長生きに備えた

収入」と考えると、加給年金の受

給に必ずしもこだわらなくても良

いと思いますが、それでも比較検

討したいという方も多いでしょう。

　表は、３歳違い、５歳違い、

10歳違いのご夫婦が、

Ａ：繰下げを全くせず65歳から年

金（加給年金含む）を受け取る

Ｂ：老齢基礎年金のみ70歳まで繰

下げする（加給年金は受け取る）

Ｃ：老齢基礎年金も老齢厚生年金

も70歳まで繰下げをする（繰

下げ期間中加給年金は受け取

らない）

　のケースで試算したものです。

それぞれの条件でご主人が90歳

まで生きた場合の年金総額を比較

してみました。

　長生きを前提とすると、すべて

のケースで繰下げをした方が年金

総額は大きくなることが分かりま

す。何歳まで生きるかは分かりま

せんが、貯蓄や退職金なども合わ

せて老後のキャッシュフローを整

えるためにも参考にしてみてくだ

さい。

ケースごとにみる年金総額の比較表

（注）夫の老齢基礎年金は80万円、老齢厚生年金は120万円、加給年金は40万円で試算。

夫婦の年齢差
Ａ
Ｂ
Ｃ

３歳
5,320
5,625.6
5,964

５歳
5,400
5,705.6
5,964

10歳
5,600
5,905.6
6,164

（単位：万円）



60時間超の時間外労働は割増賃金が1.5倍に！
社会保険労務士法人 あい事務所　特定社会保険労務士　　福島　紀夫

●日本の労働時間の長さは

●時間外労働に対する割増率が
　2023年4月から50％以上に

　日本の労働時間は、欧米諸国に比べて長す
ぎるというデータがありました。
　しかし、ＯＥＣＤが発表した2018年の各
国の労働時間の比較では意外にも日本の労働
時間はそれほど長くなく、月間1,700時間程
度のものとのことです。果たして実態はそう
でしょうか。
　日本の労働環境の中で、非正規雇用が約４
割を占めるといわれ、国は正規雇用への転換を
求め法律を改正するなどして促進しています。
この非正規が占める割合が高いため、日本の
長時間労働の時間が薄まっているといえます。
非正規の方が正規に変わることで、さらに労働
時間が長くなることを想定すると、今から働き
方を見直さなければならないことが伺えます。

「賃金請求権の3年遡及」とは？　法律の改正により、過去の賃金請求権が3年に拡大されました。割
増分の増加と遡及年数の拡大により、事業主が受けるインパクトは大きくなります。

　労働時間管理については、国が示す「労働
時間適正把握ガイドライン」でも客観的な記
録が求められるとしており、タイムカードの
みならず、ＩＣカードでの管理などが主流に
なってきています。それに伴い時間外労働も

散見されることになります。時間外が多くな
るということは、その分時間外割増として支
払わなければならないということです。
　すでに大企業では、１か月あたり60時間
を超えた時間外労働については50％以上の
割増賃金を支払うことになっていますが、中
小企業はこれまで猶予期間とされていたもの
が、2023年4月以降は60時間を超えた時間
外労働について同じような計算方法をとるこ
とになっています。これは、それだけ長く働
かせていることに対してのペナルティとも受
け取れます。支払う側の事業主は支払いが多
くなる一方、働いた労働者は対価として多く
の賃金を受けることになりますが、身体を酷
使した分、メンタル不全などの代償を負うこ
とも想定されます。
 このように、長時間労働は双方にデメリッ
トとして返ってくることとなります。人員が
限られている中小企業であってもこの措置は
大きく、今から働き方や時間管理を的確に行
っていく義務を負っています。

●労働時間管理と賃金の支払いは別物
　労働時間管理と賃金の支払いとは労務管理
の両輪といえます。働いた分支払えばいいと
いう考えではなく、適切な時間管理を行い、業
務のスピードや効率性をコントロールするこ
とで、適切な働き方を進めてまいりましょう。

企業におけるリスクマネジメント
ワンポイント講座 損害保険代理店活用シリーズ

割増率割増率時間外労働
1.251.25１日８時間、１週40時間を超えた時間外労働
1.51.5法定時間外労働が60時間を超えた時間外労働
1.351.35法定休日労働
0.250.25深夜（22時から翌日５時まで）時間帯の労働（割増）

　かつて「24時間戦えますか！」というテレビＣＭがあり
ました。今でも長時間労働の企業が多い中、中小企業におい
て時間外割増の改正が数年間にわたり猶予されていたものが、
いよいよ2023年4月から大きな負担となってのしかかって
きます。その対応を検討してまいりましょう。




